
 

指定管理者モニタリング調査表 
 

 

施 設 名 調査日 

静岡科学館 令和元年７月 26日（金） 

 

施設担当者 所管課担当者 

指定管理者名 職名 氏 名 所 属 職名 氏 名 

公益財団法人静岡市文化振興財団 係長 橋戸 秀幸 文化振興課 主任主事 酒井 菜緒 

 

【モニタリング項目】 

項目 No. 調査内容 

調査結果（可否：○問題ない △一部に問題がある ×問題がある） 

可否 改善事項・対応予定 

人員配置 

状況 

１ 
労働関係法令が遵守されているか。 

（以下の「労働関係法令遵守に係る確認事項」を参考に確認） 
○  

２ 職員の人員が適正に配置されているか。 ○  

３ 資格の必要な職員が適正に配置されているか。 ○  

業務実施 

状況 

４ 仕様書や事業計画書どおりに業務が実施されているか。 ○  

５ 施設利用者、近隣住民と良好な関係を構築しているか。 ○  

６ 利用者の苦情、要望等に対して、迅速かつ適正に処理しているか。 ○  

７ 利用者にアンケート調査を実施し、結果を管理運営に活かしているか。 ○  

８ 施設利用に係る審査基準、処分基準を作成し、適切に運用しているか。 ○  

９ 
施設等の点検（法定点検及び通常の点検）、保守管理（清掃・警備・草刈

り等）が確実に行われているか。 
○  

10 備品管理簿に基づき、備品を適切に管理しているか。 ○  



 

 

項目 No. 調査内容 

調査結果（可否：○問題ない △一部に問題がある ×問題がある） 

可否 改善事項 

業務実施 

状況 

11 主要業務の全部を第三者に委託していないか。 ○  

12 
指定管理者から第三者に点検及び保守管理等の業務を委託している場

合、様式第 32号により市に報告しているか。 
○  

13 
指定管理者から第三者に点検及び保守管理等の業務を委託している場

合、さらに再委託していないか。 
○  

14 
指定管理者から第三者に点検及び保守管理等の業務を委託している場

合、必要な契約等の手続きが行われているか。 
○  

15 
指定管理者から第三者に点検及び保守管理等の業務を委託している場

合、委託料の支払が遅滞なく行われているか。 
○  

16 

業務において作成した文書を適切に管理保存しているか。 

（業務日誌、各種様式・マニュアル修繕、事故、苦情、業務計画書・業務

報告書・予算収支書等） 

○  

会計 

17 現金や金券等の管理を適正に行っているか。 ○  

18 専用の帳簿等を備え、適正に経理事務を行っているか。 ○  

危機管理 

19 
危機管理マニュアルを作成し、職員へ周知しているか。また、緊急時にお

ける連絡体制を整備しているか。 
○  

20 
事故発生等の緊急時において、マニュアル等に基づき、遅滞なく市及び

関係機関に報告しているか。 
○  

21 個人情報の管理は適正に行われているか。 ○  

22 施設や設備等に不具合が生じた場合、適正に記録を保管しているか。 ○  

23 
施設や設備等に不具合が生じた場合、遅滞なく市へ報告しているか。ま

た、修繕を実施しているか。 
○  

24 業務実施上必要な損害賠償保険等に加入しているか。 ○ 
 

25 
施設内の事故、盗難、破壊等の犯罪行為や災害を防止するための保安

警備に努めているか。 
○  

26 防火管理業務を適正に行っており、職員全員が理解しているか。 ○  



 

 

項目 No. 調査内容 

調査結果（可否：○問題ない △一部に問題がある ×問題がある） 

可否 改善事項・対応予定 

その他  （※施設の特性に応じ、必要項目又は特記事項があれば追加する。）   

【特記事項】 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【参考：労働関係法令遵守に係る確認事項】（出典：静岡県指定管理者制度の手引 平成26年３月改訂） 

 

○就業規則 

・常時10 人以上の労働者を使用している施設では、就業規則を作成し、労働基準監督署へ届出を行っているか。 

・就業規則を作成した場合は、その内容を常時職場の見やすい場所に掲示したり書面で交付したりするなど、正しい方法で労働者に周知しているか。 

○労働条件の明示 

・労働者に対し、労働時間、賃金等に関する事項を書面により交付しているか。 

・契約期間に定めのある労働者に対し、労働契約の更新の有無及び更新条件を明示しているか。 

・解雇事由について、就業規則等で具体的に明示しているか。 

・パートタイム労働者に対し、昇給の有無、退職金の有無及び賞与の有無を書面により通知しているか。 

○休暇・休日・休憩 

・労働者に対し、継続勤務期間等に応じて、年次有給休暇の日数を正しく付与しているか。 

・年次有給休暇の時効は２年としているか（未使用の年次有給休暇は、次年度に限り繰越可能としているか）。 

・労働者に対し、休日は週１日以上与えているか。 

・労働者に対し、労働時間（６時間超又は８時間超）に応じた休憩時間を与えているか。 

○労働時間 

・週所定労働時間は、40 時間以下か 

・変形労働時間制（１か月単位、１年単位、フレックスタイム制等）を採用する場合は、それぞれ必要な手続き（就業規則への規定、労使協定 

 の締結、労働基準監督署への届出等）を行っているか。 

・時間外や休日労働をさせるにあたり、労使協定を締結し、労働基準監督署へ届出を行っているか。 

・労働者の労働時間を、タイムカード等の客観的な記録を基礎として確認したり、労働者に対し実態を正しく記録し適正に申告するよう十分に 

説明した上で自己申告制としたりするなど、正しい方法で把握しているか。 

○賃金 

・法令で定められた最低賃金以上の賃金を支払っているか。 

・賃金から、法令及び労使協定を締結したもの以外の控除を行っていないか。 

・時間外労働、深夜労働をさせるにあたり、２割５分以上の割増賃金を支払っているか。 

・休日労働をさせるにあたり、３割５分以上の割増賃金を支払っているか。 

・宿日直業務を宿日直手当で対応させるにあたり、労働基準監督署の許可を得ているか。 

○保険 

・対象となる全ての労働者（社会保険については、所定労働日数及び所定労働時間ともに3/4 以上勤務する労働者。雇用保険については、所定 

労働時間が一週間あたり20 時間以上等勤務する労働者）を社会保険及び雇用保険に加入させているか。 

・全ての労働者を労災保険に加入させているか。 

○その他 

・労働者に対し、１年以内ごとに１回の健康診断を行っているか。 

・年少者（18 歳未満）に対し、時間外、休日、深夜の労働をさせていないか。 

・外国人を雇用する場合に、在留カード等で就労可能な在留資格、在留期間を確認しているか。 

 

 


